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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：令和８年４月２１日（令和８年（行個）諮問第１５７号） 

答申日：令和８年８月２８日（令和８年度（行個）答申第１３４号） 

事件名：本人に係る新型コロナウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会

議事録等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の２に掲げる各文書に記録された保有個人情報（以下、併せて「本

件対象保有個人情報」という。）につき、その一部を不開示とした決定に

ついては、別紙の３に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）７６条１項の規定に基づく開示請求に対し、令和７年１０月２８日

付け厚生労働省発感１０２８第６号により厚生労働大臣（以下「処分庁」

又は「諮問庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」とい

う。）について、その取消しを求めるというものである。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は、審査請求書の記載によると、

おおむね以下のとおりである。 

本件不開示決定では、法７８条１項２号、６号、７号を根拠として、当

該部分の開示が拒否されています。 

しかしながら、以下の理由により、当該情報は同条に該当せず、開示さ

れるべきと考えます。 

（１）不開示情報が第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないこと 

不開示とされた情報は、私自身に関する情報であり、第三者のプライ

バシーや権利利益を侵害するものではありません。 

仮に第三者の情報が含まれていたとしても、当該部分を適切にマスキ

ングすることで、私の情報を開示することは可能であると考えます。 

（２）既に公知となっている情報であること 

不開示とされた情報の一部は、既に公的な記録や報道等により広く知

られており、秘密性は失われていると考えられます。 

（３）自己情報コントロール権の観点からの開示の必要性 

当該情報は私自身に関するものであり、自己情報コントロール権の観

点からも、開示されるべき正当な利益があります。法の趣旨に照らして
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も、開示が妥当と考えます。 

以上の理由から、本件不開示決定は違法または不当であり、取り消され

るべきです。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は、開示請求者として、令和７年９月２３日（同月２９日

受付）で、処分庁に対して、法７６条１項の規定に基づき、別紙の１に

掲げる文書に記録された保有個人情報（以下「本件請求保有個人情報」

という。）に係る開示請求をした。 

（２）これに対して、処分庁が令和７年１０月２８日付け厚生労働省発感１

０２８第６号により原処分をしたところ、審査請求人は、令和８年１月

５日（同日受付）で、不開示部分を開示すべきとして、本件審査請求を

した。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求については、原処分は妥当である。 

３ 理由 

（１）原処分の妥当性（対象保有個人情報の特定）について 

ア 対象保有個人情報について 

（略） 

イ 不開示情報該当性について 

（ア）「第２７回疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会新

型コロナウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会 議事録」

及び「第２７回疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会

新型コロナウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会 審査表」

のうち、委員名について 

上記の保有個人情報については、審議、検討又は協議に関する情

報であって、開示することにより、率直な意見の交換又は意思決定

の中立性が不当に損なわれるおそれ及び不当に国民の間に混乱を生

じさせるおそれがあるものであり、法７８条１項６号の不開示情報

に該当するため不開示とするのが相当である。 

（イ）「第２７回疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会新

型コロナウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会 議事録」

のうち、事務局名及び「「第２７回疾病・障害認定審査会感染症・

予防接種審査分科会新型コロナウイルス感染症予防接種健康被害審

査第一部会」の開催について」のうち、内線番号及びＦＡＸ番号に

ついて 

上記の保有個人情報については、厚生労働省が行う事務に関する

情報であって、開示することにより、いたずら、偽計等に使用され
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るおそれがあり、厚生労働省が行う事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがある情報であり、法７８条１項７号柱書きに該当するた

め不開示とするのが相当である。 

（ウ）「第２７回疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会新

型コロナウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会 議事録」

及び「第２７回疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会

新型コロナウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会 審査表」

のうち、審査請求人以外に係る部分 

上記の保有個人情報については、開示請求者以外の個人に関する

情報であって、開示請求者以外の特定の個人を識別することができ

るもの又は個人識別符号が含まれるものであり、法７８条１項２号

に該当し、かつ、同号ただし書イからハまでのいずれにも該当しな

いため不開示とするのが相当である。 

（２）審査請求人の主張について 

審査請求人は、審査請求書において、不開示とされた情報は「不開示

情報が第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがない」、「既に公知

となっている情報である」及び「自己情報コントロール権の観点からの

開示の必要性」旨を主張している。 

しかしながら、法に基づく開示請求については、法７８条１項各号の

規定に基づいて開示、不開示を判断しているものであり、その判断の理

由は、上記（１）イで述べたとおりであり、また、法７９条１項の規定

に基づいた一部開示の判断もしていることから、審査請求人の主張は、

本件審査請求の結論に影響を及ぼすものではない。 

４ 結論 

よって、本件審査請求については、原処分は妥当であるから、棄却すべ

きである。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和８年４月２１日   諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年５月１５日     審議 

④ 同年８月５日      本件対象保有個人情報の見分及び審議 

⑤ 同月２４日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は、本件請求保有個人情報の開示を求めるものであり、処

分庁は、本件対象保有個人情報を特定し、その一部を法７８条１項２号、

６号及び７号柱書きに該当するとして、不開示とする原処分を行った。 
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これに対し、審査請求人は、不開示部分の開示を求めており、諮問庁は、

原処分を維持するのが妥当としていることから、以下、本件対象保有個人

情報の見分結果を踏まえ、不開示部分の不開示情報該当性等について検討

する。 

２ 不開示部分の不開示情報該当性等について 

（１）予防接種健康被害救済制度について 

本件対象保有個人情報は、別紙の２に掲げるとおり、疾病・障害認定

審査会に係る情報であることから、当審査会事務局職員をして諮問庁に

対して、予防接種健康被害救済制度について説明を求めさせたところ、

おおむね以下のとおりである。 

ア 予防接種健康被害救済制度は、予防接種法に基づく予防接種を受け

た方に健康被害が生じた場合、その健康被害が接種を受けたことによ

るものであると厚生労働大臣が認定したときは、市町村より給付（医

療費・医療手当等）を行う制度である。 

イ 救済制度の流れは、以下のとおりである。 

（ⅰ）健康被害を受けた方が、市町村に対し、給付の請求 

（ⅱ）市町村に置かれる予防接種健康被害調査委員会において、医学的

な見地から当該事例について調査し、審査に係る資料を整理した上

で、都道府県を経由して厚生労働省に進達 

（ⅲ）認定に当たっては、専門家により構成される疾病・障害認定審査

会感染症・予防接種審査分科会において、予防接種と健康被害の因

果関係に係る審査を実施 

ウ 予防接種法に基づく新型コロナワクチンの予防接種による健康被害

の認定は、疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会新型コ

ロナウイルス感染症予防接種健康被害審査第一・第二・第三部会（医

師、法律家、感染症専門家等の有識者で構成）において、予防接種と

健康被害との因果関係に関する審査を実施している。 

（２）不開示部分の不開示情報該当性について 

ア 審査表（別紙の２（２）の不開示部分） 

（ア）審査請求人の案件に係る部分 

当該部分は、審査表に記載された、疾病・障害認定審査会感染

症・予防接種審査分科会新型コロナウイルス感染症予防接種健康被

害審査第一部会（以下「部会」という。）の担当委員名である。 

原処分において審査表の当該委員の意見が開示されていることか

ら、委員意見と併せて委員名を開示することになると、部会におけ

る今後の審議において、医療費・医療手当等請求者に自分の意見が

明らかになることを意識した委員が医療費・医療手当等請求者にと

って不利益な発言を控えたりするなど、行政内部における率直な意
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見の交換又は意思決定の中立性が損なわれるおそれがあると認めら

れる。 

したがって、当該部分は、法７８条１項６号に該当し、不開示と

することが妥当である。 

（イ）審査請求人以外の他者の案件に係る部分 

当該部分は、審査表に記載された審査請求人以外の個人の整理番

号、被接種者プロフィール、受診病名等に関する情報である。 

当該部分について、諮問庁は、法７８条１項２号に該当する旨説

明するが、当該部分は、審査請求人以外の特定の個人ごとに、それ

ぞれ記載された特定の個人に係る情報であり、審査請求人を識別す

ることができる情報を含むものとは認められない。 

したがって、当該部分は、審査請求人を本人とする保有個人情報

に該当するとは認められず、当該部分を不開示としたことは結論に

おいて妥当である。 

イ 議事録（別紙の２（１）の不開示部分） 

（ア）審査請求人の案件を審議している部分（１頁３３行目２５文字目

及び２６文字目、３４行目２文字目及び３文字目、２頁２行目２文

字目ないし６文字目、３頁３２行目３９文字目及び４０文字目、４

頁１行目２文字目ないし６文字目、５行目２文字目及び３文字目、

６行目２文字目ないし６文字目） 

当該部分は、部会の議事録に記載された部会の委員名である。 

したがって、当該部分は、上記ア（ア）と同様の理由により、法

７８条１項６号に該当し、不開示とすることが妥当である。 

（イ）審査請求人の案件を審議している部分（３頁３１行目２文字目な

いし１２文字目） 

当該部分は、部会の議事録に記載された事務局の担当者の氏名及

び職名である。 

原処分において開示された部会の議事録を確認すると、同担当者

は、審査請求人の案件に係る審議において、事実関係に基づき、委

員に対して否認の理由について確認を行い、その結果として、委員

の判断により否認の理由が変更されていることが認められる。 

こうした委員の判断に影響を与えるような発言と併せて事務局の

担当者の氏名及び職名を開示することになると、審議の中で必要な

発言を控えるなど、事務局としての役割が適切に果たせなくなり、

厚生労働省が行う事務の適正な遂行に支障が生じるおそれがあると

認められる。 

したがって、当該部分は、法７８条１項７号柱書きに該当し、不

開示とすることが妥当である。 
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（ウ）審査請求人の案件を審議している部分（別紙の３（１）に掲げる

部分） 

当該部分は、部会の議事録に記載された議事を進行する発言等で

あるが、当該部分には、法７８条１項２号本文前段に規定する開示

請求者以外の個人に関する情報は含まれていない。 

したがって、当該部分は、法７８条１項２号に該当せず、開示す

べきである。 

（エ）審査請求人の案件を審議している部分（別紙の３（２）に掲げる

部分） 

当該部分は、部会の議事録に記載された事務局担当者が、自らが

発言することを求めた相手方の呼称であり、法７８条１項２号本文

前段に規定する開示請求者以外の個人に関する情報であって、特定

の個人を識別できるものに該当する。 

しかしながら、当該事務局担当者の発言を受けた委員の発言が議

事を進行する発言であることから、当該部分は容易に推認できると

認められ、法７８条１項２号ただし書イに該当する。 

したがって、当該部分は、法７８条１項２号に該当せず、開示す

べきである。 

（オ）審査請求人以外の他者の案件を審議している部分（１頁１行目な

いし３０行目（２６行目１文字目を除く。）、２頁５行目ないし最

終行、３頁１行目ないし３０行目及び４頁７行目ないし最終行） 

当該部分は、議事録に記載された審査請求人以外の個人の議事に

関する情報である。 

当該部分について、諮問庁は、法７８条１項２号に該当する旨説

明するが、当該部分は、審査請求人以外の特定の個人ごとに、それ

ぞれ記載された特定の個人に係る情報であり、審査請求人を識別す

ることができる情報を含むものとは認められない。 

したがって、当該部分は、審査請求人を本人とする保有個人情報

に該当するとは認められず、当該部分を不開示としたことは結論に

おいて妥当である。 

ウ 開催案内（別紙の２（５）の不開示部分） 

当該部分は、上記イ（イ）とは異なる事務局担当者の内線番号及び

事務局のＦＡＸ番号が記載されている。 

当審査会事務局職員をして厚生行政出版会発行の「ガイドブック厚

生労働省」を確認させたところ、当該内線番号及び当該ＦＡＸ番号は

「ガイドブック厚生労働省」に掲載されていることが認められる。 

したがって、当該部分を公にしても、厚生労働省の事務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないため、法７８条１項
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７号柱書きに該当せず、開示すべきである。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人はその他種々主張するが、いずれも当審査会の上記判断を左

右するものではない。 

４ 本件一部不開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件対象保有個人情報につき、その一部を法７８条１

項２号、６号及び７号柱書きに該当するとして不開示とした決定について

は、別紙の３に掲げる部分を除く部分は、審査請求人を本人とする保有個

人情報に該当しない、又は同項６号及び７号柱書きに該当すると認められ

るので、不開示とすることは妥当であるが、別紙の３に掲げる部分は、同

項２号及び７号柱書きのいずれにも該当せず、開示すべきであると判断し

た。 

（第３部会） 

  委員 稲山文男、委員 久末弥生、委員 芳仲美惠子 
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別紙 

 

１ 本件請求保有個人情報が記録された文書 

救済制度の審議会にて、私の症状について審議された会議の内容の議事録

すべて（発言者の名前）開催日時、場所、審議会メンバーと勤務先病院名と

役職 

 

２ 本件対象保有個人情報が記録された文書 

（１）第２７回疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会新型コロナ

ウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会 議事録 

（２）第２７回疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会新型コロナ

ウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会 審査表 

（３）第２７回疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会新型コロナ

ウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会 概要 

（４）認定・否認理由について 

（５）「第２７回疾病・障害認定審査会感染症・予防接種審査分科会新型コロ

ナウイルス感染症予防接種健康被害審査第一部会」の開催について 

（６）遵守事項等資料（申請資料関与） 

 

３ 開示すべき保有個人情報 

（１）上記２（１）のうち、１頁２６行目１文字目、３１行目及び３２行目 

（２）上記２（１）のうち、３頁３１行目１３文字目及び１４文字目 

（３）上記２（５）のうち、内線番号及びＦＡＸ番号 


